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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第75期
第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 80,413,636 82,303,131 131,209,245

経常利益 (千円) 7,841,914 7,227,953 13,301,499

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 5,369,070 5,036,327 9,982,340

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 6,764,679 4,627,604 10,601,856

純資産額 (千円) 74,290,404 79,474,170 78,127,562

総資産額 (千円) 116,876,108 122,842,426 126,950,465

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 154.31 146.02 287.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.6 63.8 60.7
 

 

回次
第75期
第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 67.06 74.65
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 ４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、前期からの繰越工事高が高水準でスタートし、受注高も官庁

一般や民間一般での大幅な増加により前年同期比3,071百万円増加の92,778百万円となりました。また、売上高も、

繰越工事が順調に進捗したこともあり、前年同期比1,889百万円増加の82,303百万円と、２年連続で800億円を超え

過去最高となりました。

利益につきましては、前年同期に高採算の案件が集中したことによる反動などもあり、売上総利益は11,947百万

円（前年同期比235百万円減少）、営業利益は6,811百万円（前年同期比715百万円減少）、経常利益は7,227百万円

（前年同期比613百万円減少）、親会社株主に帰属する四半期純利益は5,036百万円（前年同期比332百万円減少）と

なりました。

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高を記載

しております。

（土木事業）

受注高は63,692百万円（前年同期比3.1％増）、売上高は54,078百万円（前年同期比1.6％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は34,759百万円であり、次期繰越高は54,634百万円となりました。

セグメント利益は4,393百万円（前年同期比1.5％減）となりました。

（建築事業）

受注高は29,086百万円（前年同期比4.2％増）、売上高は22,992百万円（前年同期比2.7％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は18,527百万円であり、次期繰越高は36,742百万円となりました。

セグメント利益は1,997百万円（前年同期比23.3％減）となりました。

（その他）

売上高は5,231百万円（前年同期比9.6％増）で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は408百万円（前年同期比9.3％減）となりました。

　

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は122,842百万円（前年度末比4,108百万円減少）となりました。

主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の減少であります。

負債合計は、43,368百万円（前年度末比5,454百万円減少）となりました。主な要因は、支払手形・工事未払金等

の減少であります。

純資産合計は、79,474百万円（前年度末比1,346百万円増加）となりました。

 
(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の対処すべき課

題について重要な変更はありません。

 

(3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は32百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 3/17



 

３ 【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年12月31日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

 1,674,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

 34,405,100
 344,051 ―

単元未満株式
普通株式

 20,500
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ―  344,051 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権20個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34
ＪＲ信濃町ビル４階

 1,674,400 ―  1,674,400  4.64

計 ―  1,674,400 ―  1,674,400  4.64
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 15,788,110 21,359,525

  受取手形・完成工事未収入金等 ※２  82,342,494 ※２  63,647,547

  未成工事支出金等 3,425,492 10,976,265

  その他 2,232,357 3,676,613

  貸倒引当金 △7,777 △7,216

  流動資産合計 103,780,677 99,652,736

 固定資産   

  有形固定資産 7,470,558 7,844,070

  無形固定資産 432,290 454,664

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,198,373 13,755,021

   その他 1,522,149 1,567,126

   貸倒引当金 △453,583 △431,192

   投資その他の資産合計 15,266,939 14,890,954

  固定資産合計 23,169,788 23,189,689

 資産合計 126,950,465 122,842,426
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 ※２  32,205,607 ※２  26,397,779

  未払法人税等 1,440,360 343,163

  未成工事受入金 605,441 2,181,345

  完成工事補償引当金 438,693 719,941

  工事損失引当金 119,725 56,334

  賞与引当金 1,656,370 857,916

  その他 9,984,473 10,373,404

  流動負債合計 46,450,670 40,929,884

 固定負債   

  繰延税金負債 826,124 1,005,051

  修繕引当金 398,283 359,440

  退職給付に係る負債 597,645 573,435

  資産除去債務 132,490 144,697

  その他 417,687 355,746

  固定負債合計 2,372,231 2,438,371

 負債合計 48,822,902 43,368,255

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 2,351,082 2,351,082

  利益剰余金 69,876,087 72,733,338

  自己株式 △2,794,021 △3,894,185

  株主資本合計 72,243,147 74,000,235

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,057,481 4,599,217

  退職給付に係る調整累計額 △248,138 △273,804

  その他の包括利益累計額合計 4,809,342 4,325,412

 非支配株主持分 1,075,072 1,148,522

 純資産合計 78,127,562 79,474,170

負債純資産合計 126,950,465 122,842,426
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高   

 完成工事高 75,638,927 77,071,666

 付帯事業売上高 4,774,708 5,231,464

 売上高合計 80,413,636 82,303,131

売上原価   

 完成工事原価 64,529,615 66,159,033

 付帯事業売上原価 3,700,326 4,196,312

 売上原価合計 68,229,942 70,355,345

売上総利益   

 完成工事総利益 11,109,311 10,912,633

 付帯事業総利益 1,074,381 1,035,152

 売上総利益合計 12,183,693 11,947,785

販売費及び一般管理費 4,656,764 5,135,897

営業利益 7,526,928 6,811,888

営業外収益   

 受取利息 1,377 1,453

 受取配当金 222,241 246,468

 持分法による投資利益 75,109 143,179

 その他 20,181 28,776

 営業外収益合計 318,911 419,878

営業外費用   

 支払手数料 3,259 3,534

 その他 666 278

 営業外費用合計 3,925 3,813

経常利益 7,841,914 7,227,953

特別利益   

 固定資産売却益 92,790 4,750

 投資有価証券売却益 3 40,954

 その他 1,370 －

 特別利益合計 94,163 45,704

特別損失   

 固定資産売却損 － 621

 固定資産除却損 36,508 102,965

 その他 5,930 －

 特別損失合計 42,438 103,586

税金等調整前四半期純利益 7,893,639 7,170,070

法人税、住民税及び事業税 1,929,385 1,765,311

法人税等調整額 548,610 308,271

法人税等合計 2,477,995 2,073,582

四半期純利益 5,415,643 5,096,487

非支配株主に帰属する四半期純利益 46,573 60,160

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,369,070 5,036,327
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 5,415,643 5,096,487

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,322,257 △445,634

 退職給付に係る調整額 19,432 △25,666

 持分法適用会社に対する持分相当額 7,345 2,416

 その他の包括利益合計 1,349,035 △468,883

四半期包括利益 6,764,679 4,627,604

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 6,698,697 4,552,398

 非支配株主に係る四半期包括利益 65,982 75,205
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【注記事項】

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

　１　偶発債務(保証債務)

下記の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

(銀行借入金保証)   

　従業員(住宅融資制度) 77,611千円 72,263千円
 

 

※２　　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または現金決済日をもって決済処理

をしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

　受取手形 44,023千円 11,289千円

電子記録債権 2,376 145

支払手形 83,114 96,391

電子記録債務 237,150 166,116
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(四半期連結損益計算書関係)

 

 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 748,392千円 872,124千円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 945,766 27 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年11月８日
取締役会

普通株式 868,417 25 平成29年９月30日 平成29年12月７日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,146,309 33 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

平成30年11月７日
取締役会

普通株式 1,032,767 30 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 53,243,027 22,395,900 75,638,927 4,774,708 80,413,636 － 80,413,636

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 558,013 558,013 1,155,871 1,713,884 △1,713,884 －

計 53,243,027 22,953,914 76,196,941 5,930,579 82,127,520 △1,713,884 80,413,636

セグメント利益 4,459,445 2,605,346 7,064,792 450,391 7,515,183 11,745 7,526,928
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額11,745千円は、セグメント間取引消去5,923千円及び固定資産の未実現損益の調整

額5,821千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高  54,078,922  22,992,743  77,071,666  5,231,464 82,303,131 －  82,303,131

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－  417,012  417,012  1,270,028  1,687,041 △1,687,041 －

計  54,078,922  23,409,756  77,488,679  6,501,493  83,990,172 △1,687,041  82,303,131

セグメント利益  4,393,170  1,997,917  6,391,087  408,666  6,799,754  12,133  6,811,888
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額12,133千円は、セグメント間取引消去5,979千円及び固定資産の未実現損益の調整

額6,153千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 154円31銭 146円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 5,369,070 5,036,327

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

5,369,070 5,036,327

普通株式の期中平均株式数(千株) 34,793 34,489
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第76期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月７日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 1,032,767千円

② １株当たりの金額 30円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月７日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 薊　　　　和　彦 印

業 務 執 行 社 員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 金　井　　睦　美 印

業 務 執 行 社 員  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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